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1 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●経営戦略の基本的な考え⽅①

【経営戦略とは】

●公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中⻑期的な経営の基
本計画である。

●その中⼼となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の⾒通しを試算した
計画と、財源の⾒通しを試算した計画を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、
収入と支出が均衡するよう調整した収支計画である。

●策定過程において、経営状況等の「⾒える化」を図ることにより経営健全化に向けた
議会、住⺠との議論の契機とすることが重要である。

●経営戦略は、経営基盤強化と財政マネジメント向上に資する重要なツールと位置づけ
られることから、策定後も毎年度、進捗管理や計画と実績との乖離検証、その結果を
踏まえた定期的な⾒直しを⾏う必要がある。

（国の経営戦略策定・改定カイドラインより）



2 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●経営戦略の基本的な考え⽅②

【経営戦略の必須項目】
※下線部は、国の通知(R4.1)で新たに追加された項目

（国の経営戦略策定・改定カイドラインより）



3 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●全国の策定・改定状況

・国は、公営企業に対し、令和２年度までの策定を要請
・令和３年３⽉31⽇時点の策定率は96.2%。

経営戦略の策定

・国は、公営企業に対し、令和７年度までの⾒直しを要請
・令和３年３⽉31⽇時点の改定率は10.0%

経営戦略の改定

・国は、令和３年３⽉31⽇時点で全都道府県・市町村の事業別の策定状況を、総務省HP
において公表済み（令和３年10⽉公表）

・毎年度調査を実施し、策定状況・経営状況の「⾒える化」を推進

策定状況の見える化



4 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●本市のこれまでの取組み①

平成28年10⽉に設置し、平成30年９⽉の答申まで、全11回の審議会を開
催した。
【主な成果】
・市下⽔道事業経営戦略の策定（計画期間︓10年間）
・下⽔道使⽤料の改定

第１次経営審議会(平成28年10月12⽇〜平成30年10月11⽇)

平成31年３⽉に設置し、令和２年11⽉の答申まで、全７回の審議会を開催
した。
【主な成果】
・市地域汚⽔処理事業経営戦略の策定（計画期間︓10年間）
・市農業集落排⽔事業経営戦略の策定（計画期間︓10年間）

第２次経営審議会(平成31年3月22⽇〜令和3年3月21⽇)



5 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●本市のこれまでの取組み②

令和３年11⽉に設置し、これまで３回の審議会を開催した。
【主な検討事項】
・市下⽔道事業経営戦略の中間⾒直し ・下⽔道使⽤料の検討

第３次経営審議会(令和３年11月25⽇〜令和５年11月24⽇)

今後の社会経営情勢等の変化にも適切に対応するため、計画期間を前期・後
期の５年間に分け、中間となる年（令和５年度）に戦略の達成状況（各種施策
の進捗状況など）を踏まえ、適切に⾒直しを図る。

経営戦略の中間見直し



6 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●経営戦略の中間⾒直し①



7 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●経営戦略の中間⾒直し②

【投資・財政計画の見直し】

経営戦略の中⼼となる投資・財政計画について、時間経過に伴う状況変化等を踏まえ、今後の
収支（令和６〜10年度）の⾒直しを検討する。収支の過不⾜等の状況を踏まえ、使⽤料⽔準の検
討も併せて⾏う。



8 下水道事業経営戦略の中間見直し

—くらしと未来を ささえつづける—

●経営戦略の中間⾒直し③

下⽔道事業については、料⾦⽔準が適切なものである
か、また、将来の料⾦改定の必要性等について議会や住
⺠の理解に資するよう、料⾦回収率や経費回収率※の目
標及び原価計算の内訳などを記載し、⾒える化を図るこ
と。

（令和４年１⽉︓総務省通知）

原価計算表の掲載

原価計算表は、今回の経営戦略の中間⾒直しで
追加するとともに、使⽤料⽔準を検討する際の
参考とする。

※経費回収率は本資料(11P)で詳細を説明



9 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●下⽔道事業の経営原則

●下⽔道事業は、地方財政法上の公営企業とされ、その事業に伴う収入によってそ
の経費を賄い、⾃⽴性をもって事業を継続していく「独⽴採算制の原則」が適⽤。

●下⽔道事業に係る経費の負担区分は、「雨⽔公費・汚⽔私費」が原則。

①「雨⽔公費」とは、雨⽔は⾃然現象に起因し、排除に
よる受益が広く及ぶことから、雨⽔排除に要する経費
については公費により負担。

②「汚⽔私費」とは、汚⽔は原因者や受益者が明らかな
ことから、私費（使⽤料）により負担。

③ただし、汚⽔処理に要する経費のうち、合流式下⽔道
に⽐べ建設コストが割⾼になる分流式下⽔道に要する
経費の⼀部などは、公的な便益も認められることから
公費により負担。

「雨水公費・汚水私費」の原則とは



10 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料の基本原則

下⽔道使⽤料は、下⽔道事業の管理運営に係る経費のうち、私費で負担すべき経費を回収
するための使⽤者から徴収するものであり、その徴収根拠及び設定の原則は、下⽔道法第20
条に次のように規定されている。

① 公共下⽔道管理者は、条例※で定めるところにより、公共下⽔道を使⽤する者から使⽤料を徴収
することができる。

② 使⽤料は、次の原則によって定めなければならない。
・下⽔の量及び⽔質その他使⽤者の使⽤の態様に応じて妥当なものであること。
・能率的な管理の下における適正な原価をこえないものであること。
・定率⼜は定額をもって明確に定められていること。
・特定の使⽤者に対し不当な差別的取扱をするものでないこと。

下水道法第20条

※いわき市下⽔道条例【参考】
（使⽤料）
第12条 汚⽔を排除して公共下⽔道を使⽤する者は、使⽤料を納入しなければならない。



11 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●経費回収率とは

●汚⽔処理にかかる経費を使⽤料でどの程度まかなえているかを確認する
指標である。

●下⽔道の経費は、経費の負担区分を踏まえて汚⽔処理費全てを使⽤料に
よって賄うことが原則である。
【参考】雨⽔公費・汚⽔私費の原則(本資料９P参照)

●したがって、経費回収率は、下
⽔道事業の経営を最も端的に表
している指標といえる。



12 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●１か月当たりの使⽤料

【参考】
●地域汚⽔処理事業

１か⽉当たりの使⽤料
税込み︓2,970円

●農業集落排⽔事業
１か⽉当たりの使⽤料
税込み︓3,490円
※１世帯３人の場合

１か⽉当たりの使⽤料
税込み︓3,500円(20㎥)

下⽔道使⽤料
【いわき市下⽔道条例】



13 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料改定の変遷

本市の下⽔道使⽤料は、昭
和45年１⽉に設定して以来、
９回にわたって改定を実施し
てきており、直近では平成31
年４⽉に改定している。

これまでの経過

20㎥/⽉使⽤する家庭におい
ては、１か⽉406円の増
（2,776円⇒3,182円)
※税抜き

直近の改定



14 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料収⼊と経費回収率の推移(H28〜R3)



15 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料⽔準の⽐較①（全国・類似団体）

【全国・類似団体との⽐較】



16 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料⽔準の⽐較②（処理区域内⼈⼝・県内他市）

いわき市

※令和2年度下⽔道事業経営指標・下⽔道使⽤料の概要
(総務省公表)より作成



17 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●本市の使⽤料改定① (H31.4)

●汚⽔の処理に要する経費について、汚⽔私費の原則があるものの、本市は、その⼀部
を繰入により賄っている。

●本市の経費回収率（直近の５ヵ年平均で約70％）は、全国平均値（H28末︓82.5％）
及び類似団体平均値（H28末︓78.3％）よりも大きく下回っている状況にある。

第１次経営審議会からの答申(H30.9)

●前回(H26)の使⽤料改定の経過及び汚⽔私費の原則により、⻑期的には経費回収率
100％を目指すべきであり、今回の改定は下⽔道使⽤料の算定期間を平成31年４月１
⽇からの５年間と設定した上で、全国平均値を達成する⽔準として算出される17.8%
の改定とすることが望ましい。

●しかしながら、本市は未だ震災からの復興途上にあり、また、使⽤料の急激な上昇が
使⽤者へ与える影響が大きいことを考慮し、今回の改定は全国平均値と類似都市平均値
の中間値である経費回収率80.4%を達成する⽔準として算出される14.8%の使⽤料改
定とし、平成36年度(令和６年度)以降の改定においては、少なくとも全国平均値の達
成を目指すべきであると判断する。



18 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●本市の使⽤料改定② (H31.4)

これまでの使⽤料改定の経過や、平成28年度に新たに設置された経営審議会の答申を踏
まえ、下⽔道事業を円滑に推進するため、経営基盤の安定化と使⽤者負担の適正化を図る必
要があることから、下⽔道使⽤料の改定を実施した。

使⽤料改定の概要(H31.4)

１ 改定時期
平成31年１⽉１⽇（１⽉分の⽔量が反映される４⽉１⽇以降の調定分より適⽤）

２ 使⽤料の算定期間
令和元年度〜令和５年度までの５年間

（国が⽰す３〜５年の目安の範囲内で、本市の経営戦略の計画期間の10年間の前期期間と合致する
期間）

３ 使⽤料の改定率
平均14.8％（20㎥/⽉使⽤する家庭において、１か⽉438円の増（2,998円⇒3,436円(税込み)）

※審議会の答申を踏まえ、全国平均値(82.5%)と類似都市平均値(78.3%)の中間値である経費回収
率80.4%を達成する⽔準



19 下水道使用料の基本的な考え方

—くらしと未来を ささえつづける—

●使⽤料⽔準の検討にあたって

●投資・財政計画の過不⾜
●支出の合理化、収入確保方策
●使⽤料⽔準の⽐較（全国、類似、県内等）
●経費回収率等の⽐較（全国、類似、県内等）
●社会経済情勢（燃料・物価⾼騰）など

下水道経営の持続可能性の確保

◯社会情勢、経営環境の変化に応じて適切な料⾦となるよう、３年から５年以内の経営戦略の改定の
際に料⾦⽔準等を検証し、必要な改定の検討を⾏うこと。

国の通知（令和３年１月︓総務省）

◯（前略）・・・令和６年度以降の改定においては、少なくても全国平均値の達成を目指すべきであ
ると判断する。

第１次経営審議会の答申(平成30年9月)

【下⽔道使⽤料の適切な⽔準の検討】 ※現⾏の下⽔道使⽤料の算定期間は、戦略の前期期間と同じR元〜５までの５年間
◯適切な費⽤負担に応じた下⽔道使⽤料の⽔準の設定に向けて検討を⾏う。※経営戦略36P参照

下⽔道事業経営戦略での位置づけ

【現状と課題】
①未普及の状況
②少子⾼齢化や人口減少
③施設の⽼朽化 等

使⽤料検討のポイント



20 令和３年度下水道事業等の決算状況

—くらしと未来を ささえつづける—

●下⽔道事業の決算

●収益的収支の決算状況は754百万円の⿊字（純利益）となっている。
●企業債残⾼は586億円となっており、前年度の595億円から9億円減少（▲1.5 ％)している。

参 考

資本的収支で収入が支
出に対して不⾜する額
については、収益的収
支の「減価償却費等の
非現⾦支出」などの留
保資⾦で補てんしてい
る。



21 令和３年度下水道事業等の決算状況

—くらしと未来を ささえつづける—

●地域汚⽔処理事業の概要

参 考

令和４年４⽉現在



22 令和３年度下水道事業等の決算状況

—くらしと未来を ささえつづける—

●地域汚⽔処理事業の決算

●収益的収支の決算状況は19,981千円の⿊字（純利益）となっている。
●これまでの決算（⿊字分）の積⽴額は、482,887千円となっている。（上記の純利益19,981千円含む)

収入が支出に対して不足
する額については、繰越
金などの自己資金で補て
んしている。

(単位︓千円)

参 考



23 令和３年度下水道事業等の決算状況

—くらしと未来を ささえつづける—

●農業集落排⽔事業の概要

令和４年４⽉現在

参 考



24 令和３年度下水道事業等の決算状況

—くらしと未来を ささえつづける—

●農業集落排⽔事業の決算

●収益的収支の決算状況は2,065千円の赤字（純損失）となっている。
●企業債残⾼は22.6億円となっており、前年度の24.2億円から1.6億円減少（▲6.6％)している。

(単位︓千円)

収入が支出に対して不足
する額については、収益
的収支の「減価償却費等
の非現金支出」などの留
保資金で補てんしている。

参 考



25 今後の予定

—くらしと未来を ささえつづける—

●審議会スケジュール

年 月 内 容 項 目

令和４年11⽉ 諮問及び
第４回経営審議会

・経営戦略の中間⾒直し
・下⽔道使⽤料の基本的な考え方

令和５年３⽉ 第５回経営審議会 ・経営戦略（素案）
・投資・財政計画

令和５年４〜９⽉ 第６〜８回
経営審議会

・経営戦略（素案）
・投資・財政計画
・使⽤料⽔準の検討

令和５年９⽉ 答申

第３次経営審議会では、市⻑からの諮問を踏まえ、諮問事項を検討し、令和
５年９⽉に市⻑へ答申を⾏う予定である。


